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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第33期

第３四半期連結
累計期間

第34期
第３四半期連結
累計期間

第33期
第３四半期連結
会計期間

第34期
第３四半期連結
会計期間

第33期

会計期間

自  平成20年
    10月１日
至  平成21年
    ６月30日

自  平成21年
    10月１日
至  平成22年
    ６月30日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    ６月30日

自  平成22年
    ４月１日
至  平成22年
    ６月30日

自  平成20年
    10月１日
至  平成21年
    ９月30日

売上高 (千円) 5,304,6805,671,5191,572,0151,693,7787,207,209

経常利益又は経常損失
（△）

(千円) 69,893 100,945△76,543△110,330 158,385

四半期（当期）純利益又
は四半期純損失（△）

(千円) △50,548 13,131 △63,103 △85,814 664

純資産額 (千円) ― ― 1,839,4801,862,9311,890,643

総資産額 (千円) ― ― 3,848,4454,101,7523,946,599

１株当たり純資産額 (円) ― ― 434.72 440.37 446.68

１株当たり四半期(当期)
純利益金額又は四半期純
損失金額（△）

(円) △11.95 3.10 △14.91 △20.28 0.15

潜在株式調整後１株当た
り四半期（当期）純利益
金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 47.79 45.41 47.90

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 232,599 167,375 ― ― 239,791

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △52,237△220,180 ― ― △58,493

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △138,056 113,770 ― ― △172,932

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

(千円) ― ― 954,534 981,560 920,595

従業員数 (名) ― ― 515 555 504

(注)  １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載　　

　　しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第33期第３四半期連結累計(会計)期間及び第34期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四

半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。第33期潜在株式調整後１株当たり当期純利益及び第34期第３四半期連結累計期間の潜在株

式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に重

要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年６月30日現在

従業員数(名) 555（2,952）

(注)１．従業員数は正社員の就業人員であり、臨時従業員であります契約社員、嘱託社員、登録社員は（　）内に当

　　第３四半期連結会計期間の平均雇用人員を外数で記載しております。

２．従業員が当第３四半期連結会計期間において61名増加しております。主な理由は、業容の拡大に伴い四半期　　　

　　中に警備職の採用が増加したことによるものであります。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年６月30日現在

従業員数(名) 468（2,642）

(注)　従業員数は正社員の就業人員であり、臨時従業員であります契約社員、嘱託社員、登録社員は（　）内に当第３四半

期会計期間の平均雇用人員を外数で記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。

　

事業区分 販売高（千円） 前年同四半期比（％）

警備業 　 　

　交通誘導警備 878,530 103.9

　施設警備 539,917 108.8

　列車見張り警備 145,766 99.8

その他の事業 129,563 153.9

合　計 1,693,778 107.7

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　主要顧客別販売実績に対する販売割合が10％以上の相手先はありません。

　
２ 【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　
３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　
４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、一昨年来からの世界的な金融市場の混乱による影

響が引続きあったものの、海外経済の改善や政府の緊急経済対策の効果等により一部で企業収益の改善

の兆しが見られました。その一方で雇用情勢の悪化やデフレの長期化等の影響により、景気全般に対する

下振れが懸念され、不透明な状況の中で推移しました。

警備業界におきましては、国民の安心や安全を求める意識は高いものと考えられ、警備サービスに対す

るニーズや関心は高いものの、一方では警備品質の更なる向上やコスト削減への取組みが求められ、同業

他社との受注競争の激化や警備品質確保のためのコスト要因等も重なり、収益面では引続き厳しい状況

の中で推移しました。

このような状況下、当社グループは引続き施設警備、列車見張り警備の拡販及びロードスタッフの受注

拡大など当社グループの中核となる事業に軸足を置いて積極的に営業推進し、業容の拡大と収益力の強

化に取組んでまいりました。

この結果、当第３四半期連結会計期間における当社グループの売上高は1,693百万円（前年同四半期比

7.7％増）、営業損失は122百万円（前年同四半期比44.4％増）、経常損失は110百万円（前年同四半期比

44.1％増）、四半期純損失は85百万円（前年同四半期比36.0％増）となりました。
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(部門別売上高の状況)

〈交通警備〉

厳しい受注獲得競争の中、当社グループの特色を生かしたロードスタッフ、イベント警備、駐車場警備

へ積極的に取組み、トスネット及び連結子会社の㈱三洋警備保障の受注が堅調に推移しました結果、当部

門の売上高は878百万円（前年同四半期比3.9％増）となりました。

　

〈施設警備〉

施設警備につきましては、首都圏を中心に積極的に拡大を図っており、当部門の売上高は539百万円

（前年同四半期比8.8％増）となりました。

　

〈列車見張り警備〉

トスネットの受注は堅調に推移しましたが、連結子会社の㈱大盛警備保障の受注が伸び悩み、当部門の

売上高は前年同四半期とほぼ横這いの145百万円（前年同四半期比0.2％減）となりました。

　
当第３四半期連結会計期間末の総資産は前連結会計年度末と比較して155百万円増加し、4,101百万円

となりました。この主な要因は、のれんの増加240百万円等であります。

負債は主に長期借入金の増加165百万円等により、前連結会計年度末と比較して182百万円増加し、

2,238百万円となりました。純資産は、利益剰余金18百万円の減少により、前連結会計年度末と比較して27

百万円減少し、1,862百万円となりました。

この結果、自己資本比率は45.4％となりました。

　
(2) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)の残高は、第２四半

期連結会計期間と比較して78百万円減少し、981百万円となりました。

　
(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは、69百万円の資金支出となりました。この主な要因は法人税等の

支出として43百万円があったこと等によるものです。

　
(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、25百万円の資金増加となりました。この主な要因は、長期保険

積立金の解約による入金が13百万円があったこと等によるものです。

　
(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは34百万円の資金支出となりました。この主な要因は、長期借入金

の返済による支出31百万円があったこと等によるものです。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

　
(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更はありません。

　また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 7,000,000

計 7,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年8月16日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,232,600 4,232,600
大阪証券取引所
（JASDAQ市場）

単元株式数は100株であります。

計 4,232,600 4,232,600― ―

（注）１. 平成22年４月９日開催の取締役会において、平成22年６月１日より単元株式数を1,000株から100株に変更す　　

　　　　　ることを決議いたしました。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成22年４月１日～
平成22年６月30日

― 4,232 ― 524 ― 508

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年３月31日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 1,000 ― ―

完全議決権株式（その他）
普通株式

4,227,000
4,227 ―

単元未満株式
普通株式

4,600
― １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 4,232,600― ―

総株主の議決権 ― 4,227 ―

　

　

② 【自己株式等】

　 　 平成22年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社トスネット
宮城県仙台市宮城野区
宮城野一丁目10番１号

　　　1,000 ― 　　　1,000 　　　0.0

計 ― 　　　1,000 ― 　　　1,000 　　　0.0

(注)　当第３四半期会計期間末の自己株式数は2,195株であります。

　
　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
10月 11月 12月

平成22年
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 230 217 220 249 230 232 242 248 272

最低(円) 201 186 186 210 211 215 232 230 230

　(注)　最高・最低株価は、平成22年３月まではジャスダック証券取引所であり、平成22年４月以降は大阪証券取引所　　　

　　　におけるものであります。なお、ジャスダック証券取引所は平成22年４月１日付で、大阪証券取引所との間で同　　

　　　社を存続会社とする合併を行っております。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第３四半期連

結累計期間（平成20年10月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づ

き、当第３四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第３四半期連結累

計期間（平成21年10月１日から平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年４月

１日から平成21年６月30日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年10月１日から平成21年６月30

日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６

月30日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年10月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 981,560 970,595

受取手形及び売掛金 44,896 16,720

警備未収入金 786,571 906,874

原材料及び貯蔵品 18,309 17,951

繰延税金資産 20,180 15,624

その他 58,313 51,796

貸倒引当金 △6,849 △7,757

流動資産合計 1,902,981 1,971,804

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※１
 345,615

※１
 356,425

土地 981,411 981,411

その他（純額） ※１
 69,870

※１
 66,456

有形固定資産合計 1,396,897 1,404,293

無形固定資産

のれん 277,665 37,232

その他 38,969 25,105

無形固定資産合計 316,634 62,338

投資その他の資産

投資有価証券 284,803 305,710

投資土地 72,085 72,085

投資建物（純額） 8,333 9,064

会員権 3,604 3,504

繰延税金資産 74,258 70,036

その他 65,935 70,819

貸倒引当金 △23,781 △23,057

投資その他の資産合計 485,238 508,163

固定資産合計 2,198,770 1,974,795

資産合計 4,101,752 3,946,599
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(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年９月30日)

負債の部

流動負債

短期借入金 320,000 320,000

1年内返済予定の長期借入金 150,368 167,579

未払法人税等 51,120 58,440

未払消費税等 63,674 58,106

未払費用 510,920 516,119

賞与引当金 38,185 23,710

その他 117,107 110,463

流動負債合計 1,251,376 1,254,419

固定負債

長期借入金 804,717 638,873

退職給付引当金 149,131 142,344

その他 33,596 20,318

固定負債合計 987,444 801,536

負債合計 2,238,821 2,055,956

純資産の部

株主資本

資本金 524,680 524,680

資本剰余金 508,300 508,300

利益剰余金 857,371 875,975

自己株式 △615 △385

株主資本合計 1,889,736 1,908,569

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △26,804 △17,926

評価・換算差額等合計 △26,804 △17,926

純資産合計 1,862,931 1,890,643

負債純資産合計 4,101,752 3,946,599
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成21年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成22年６月30日)

売上高 5,304,680 5,671,519

売上原価 3,843,942 4,216,339

売上総利益 1,460,738 1,455,179

販売費及び一般管理費 ※１
 1,398,958

※１
 1,379,343

営業利益 61,779 75,836

営業外収益

助成金収入 － 17,672

受取賃貸料 15,393 15,151

その他 23,012 19,200

営業外収益合計 38,405 52,024

営業外費用

支払利息 16,758 15,707

投資有価証券運用損 11,145 5,869

その他 2,386 5,337

営業外費用合計 30,291 26,914

経常利益 69,893 100,945

特別利益

賞与引当金戻入額 5,765 1,390

その他 82 －

特別利益合計 5,847 1,390

特別損失

固定資産除却損 － 808

投資有価証券評価損 73,551 5,678

その他 1,313 －

特別損失合計 74,864 6,486

税金等調整前四半期純利益 877 95,849

法人税、住民税及び事業税 56,012 90,456

法人税等調整額 △4,587 △7,738

法人税等合計 51,425 82,717

四半期純利益又は四半期純損失（△） △50,548 13,131
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：千円)

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

売上高 1,572,015 1,693,778

売上原価 1,196,607 1,342,520

売上総利益 375,408 351,257

販売費及び一般管理費 ※1
 460,416

※1
 474,020

営業損失（△） △85,008 △122,763

営業外収益

助成金収入 － 8,524

受取賃貸料 4,869 2,491

その他 8,415 9,587

営業外収益合計 13,284 20,603

営業外費用

支払利息 4,215 5,609

その他 604 2,561

営業外費用合計 4,819 8,170

経常損失（△） △76,543 △110,330

特別利益

投資有価証券評価損戻入益 3,934 －

その他 45 －

特別利益合計 3,980 －

特別損失

固定資産除却損 － 10

投資有価証券評価損 － 405

特別損失合計 － 415

税金等調整前四半期純損失（△） △72,563 △110,746

法人税、住民税及び事業税 △10,959 △27,280

法人税等調整額 1,500 2,348

法人税等合計 △9,459 △24,931

四半期純損失（△） △63,103 △85,814
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成21年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 877 95,849

減価償却費 30,109 31,201

のれん償却額 5,359 13,835

貸倒引当金の増減額（△は減少） 309 △304

退職給付引当金の増減額（△は減少） 7,962 6,787

賞与引当金の増減額（△は減少） 5,775 13,975

受取利息及び受取配当金 △2,562 △3,173

支払利息 16,758 15,707

投資有価証券運用損益（△は益） 11,145 5,869

投資有価証券評価損益（△は益） 73,551 5,678

有形固定資産除却損 1,313 808

売上債権の増減額（△は増加） 98,720 106,731

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,154 951

前払費用の増減額（△は増加） 28,430 11,131

未収入金の増減額（△は増加） 35,046 △8,056

未払金の増減額（△は減少） △21,854 △11,253

未払費用の増減額（△は減少） 5,000 △10,401

預り金の増減額（△は減少） △332 △1,547

その他 14,701 △17,546

小計 311,467 256,242

利息及び配当金の受取額 3,112 3,170

利息の支払額 △16,457 △15,555

法人税等の支払額 △65,523 △76,481

営業活動によるキャッシュ・フロー 232,599 167,375

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 － 50,000

投資有価証券の取得による支出 △32,707 △2,755

投資有価証券の売却及び償還による収入 3,138 2,519

有形固定資産の取得による支出 △17,488 △7,528

有形固定資産の売却による収入 － 4,512

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

－ ※1
 △280,847

無形固定資産の取得による支出 － △72

敷金の差入による支出 △1,365 △1,493

その他 △3,814 15,484

投資活動によるキャッシュ・フロー △52,237 △220,180

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △150,000 －

長期借入れによる収入 350,000 300,000

長期借入金の返済による支出 △306,411 △151,368

自己株式の取得による支出 － △229

配当金の支払額 △31,645 △31,790

その他 － △2,841

財務活動によるキャッシュ・フロー △138,056 113,770

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 42,305 60,965

現金及び現金同等物の期首残高 912,229 920,595

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※2
 954,534

※2
 981,560
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第３四半期連結累計期間

（自　平成21年10月１　至　平成22年６月30日）

　連結範囲の変更

　当第２四半期連結会計期間より、全株式取得により、新たに株式会社仙台メールを連結の範

囲に含めております。これにより、連結子会社の数は５社となっております。

　

【表示方法の変更】

　

当第３四半期連結累計期間

（自　平成21年10月１日　至　平成22年６月30日）

（四半期連結損益計算書関係）

　前第３四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めていた「助成金収入」

は、営業外収益総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記する

こととしております。なお、前第３四半期連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる

「助成金収入」は7,356千円であります。　

　
当第３四半期連結会計期間

（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

（四半期連結損益計算書関係）

　前第３四半期連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めていた「助成金収入」

は、営業外収益総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結会計期間では区分掲記する

こととしております。なお、前第３四半期連結会計期間の営業外収益の「その他」に含まれる

「助成金収入」は3,127千円であります。　

　

　

【簡便な会計処理】

　　　該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　　　該当事項はありません。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
(平成21年９月30日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額　　654,188千円※１　有形固定資産の減価償却累計額　　576,363千円
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(四半期連結損益計算書関係)

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成21年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年10月１日
　　至　平成22年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額

は次の通りであります。

（千円）

広告宣伝費 15,076

役員報酬 122,210

給料 608,008

法定福利費 98,149

地代家賃 101,073

リース料 65,075
 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額

は次の通りであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （千円）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　

広告宣伝費 16,167

役員報酬 114,091

給料 583,067

法定福利費 95,969

地代家賃 101,748

リース料 60,755

　

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
　　至　平成22年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額

は次の通りであります。

（千円）

広告宣伝費 6,300

役員報酬 41,174

給料 198,621

法定福利費 31,857

地代家賃 33,558

リース料 20,926
 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額

は次の通りであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （千円）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　

広告宣伝費 6,931

役員報酬 35,758

給料 195,793

法定福利費 32,848

地代家賃 35,808

リース料 19,904

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成21年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年10月１日
　　至　平成22年６月30日）

―　　　　　
　

※１　全株式取得により新たに連結子会社となった会社　　

　　の資産及び負債の主な内訳

　　　全株式取得により、新たに連結したことに伴う連　　　

　　結開始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得価

　　額と取得のための支出（純額）との関係は次の通り

　　であります。　

　㈱仙台メール（平成22年２月28日）現在

流動資産 37,378千円

固定資産 27,916千円

のれん 254,268千円

流動負債 △19,563千円

㈱仙台メールの取得価額 300,000千円

㈱仙台メールの現金及び現金同等物 19,152千円

差引：㈱仙台メール取得のための支出 280,847千円
　

※２　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係

　　　　　　　　　　　　　 　 　(平成21年６月30日)

現金及び預金 1,004,534千円

預入期間が３か月超の定期預金 △50,000〃

現金及び現金同等物 954,534千円
 

※２　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係

　　　　　　　　　　　　　     　(平成22年６月30日)

現金及び預金 981,560千円

現金及び現金同等物 981,560千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自  平成21年10月１

日  至  平成22年６月30日）

１  発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 4,232,600

　

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 2,195

　

　

３  新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

　

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年12月18日
定時株主総会

普通株式 31,735 7.5平成21年９月30日 平成21年12月21日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間（自平成21年４月１日  至平成21年６月30日）及び当第３四半期連結会計

期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）並びに前第３四半期連結累計期間（自平成20年10月

１日　至平成21年６月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成21年10月１日　至平成22年６月30

日）

警備業の売上高、営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める割合が

いずれも90％を超えるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　
【所在地別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間（自平成21年４月１日  至平成21年６月30日）及び当第３四半期連結会計

期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）並びに前第３四半期連結累計期間（自平成20年10月

１日　至平成21年６月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成21年10月１日　至平成22年６月30

日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

　前第３四半期連結会計期間（自平成21年４月１日  至平成21年６月30日）及び当第３四半期連結会計

期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）並びに前第３四半期連結累計期間（自平成20年10月

１日　至平成21年６月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成21年10月１日　至平成22年６月30

日）

海外売上高がないため、該当事項はありません。

　

(有価証券関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

　当社グループの所有する有価証券は、企業集団の事業の運営において重要なものではありません。

　

(デリバティブ取引関係)

　　当第３四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

　デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比べて著しい変動が

ないため、記載を省略しております。

　

(ストック・オプション等関係)

　　当第３四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

　　　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
(平成21年９月30日)

１株当たり純資産額 440.37円
　

１株当たり純資産額 446.68円
　

　
２  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成21年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年10月１日
　　至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 11.95円

　

１株当たり四半期純利益金額 3.10円

　
なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

については、四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

(注)  １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成21年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成22年６月30日)

　四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は
　四半期純損失（△）（千円）

△50,548 13,131

　普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

　普通株式に係る四半期純利益又は
　四半期純損失（△）（千円）

△50,548 13,131

　期中平均株式数（千株） 4,231 4,231

　
　

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
　　至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 14.91円

　

１株当たり四半期純損失金額 20.28円

　
なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

については、四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

については、四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

(注)  １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

　四半期連結損益計算書上の四半期純損失（千円） 63,103 85,814

　普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

　普通株式に係る四半期純損失（千円） 63,103 85,814

　期中平均株式数（千株） 4,231 4,231
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

リース取引開始日がリース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引に

ついては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理をしておりますが、当第３四半期連

結会計期間末におけるリース取引残高は、前連結会計年度末に比べて著しい変動がないため記載してお

りません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年８月７日

株式会社トスネット

取締役会  御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任
社員
業務執行社員

　 公認会計士    菅　　　　　博　　雄    印

　

指定有限責任
社員
業務執行社員

　 公認会計士    尾　　町　　雅　　文    印

　

　 　 　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社トスネットの平成20年10月１日から平成21年９月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年10月１日から平成21

年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社トスネット及び連結子会社の平成21

年６月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の

経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年８月５日

株式会社トスネット

取締役会  御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任
社員
業務執行社員

　 公認会計士    菅　　　　　博　　雄    印

　

指定有限責任
社員
業務執行社員

　 公認会計士    尾    町    雅    文    印

　

　 　 　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社トスネットの平成21年10月１日から平成22年９月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年10月１日から平成22

年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社トスネット及び連結子会社の平成22

年６月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の

経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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